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指標名

⑥ 市民一人ひ
とりの主体
的な健康づ
くりを支援す
る

がん検診受診率★ ○
○
市民のがん検診受診率。
2017年（平成29年）10月に策定された国の「がん対策推進基
本計画」において、がん検診受診率目標値を50.0％としている
ため、本市においても、受診率50.0％を目指します。

ゲートキーパー研修
受講人数★

○

○

自殺に追い込まれるという危機は、誰にでも起こりうるため、さ
まざまな悩みに対して早期に気づき対応できるよう、市職員等
に対し研修を行い、自殺対策を推進していきます。
毎年、30人増の受講を目指します。

⑦ 市民が安心
できる地域
医療体制を
つくる

健診センター利用者
数★

○
○
健診センターの利用者数。
2018年度（平成30年度）と2019年度（令和元年度）を比較す
ると約1.0％増のため、以降もがん検診等の受診率を見込み目標
年1.0％の増を目指します。

医療機関から市民
病院への紹介件数
★

○

○

紹介件数とは、診療所（かかりつけ医）からの紹介状により高度
医療受診等のため紹介された初診患者の数。
2018年度（平成30年度）と2019年度（令和元年度）を比較す
ると約2.0％増となっており、人口減等を考慮し病診連携の啓発
による増加が一定数までしか見込めないため、目標年0.5％の
増を目指します。

市民病院から医療
機関への逆紹介件
数★

○
　
　
〇

逆紹介件数とは、高度医療受診や病状が安定したことにより、地
域医療支援病院から他の病院・診療所（かかりつけ医）に紹介し
た患者の数。
2018年度（平成30年度）と2019年度（令和元年度）を比較す
ると約4.0％減となっており、人口減等を考慮し病診連携の増加
が一定数までしか見込めないため、目標年0.5％の増を目指しま
す。

⑧
耐震性が確保され
た住宅の割合★

○

○

耐震性を満たしている住宅(新耐震基準住宅、旧耐震基準住宅で
耐震性を満たしているものおよび耐震改修実施済みの合計)が
住宅の総数に占める割合。
住宅土地統計調査に基づく住宅耐震化率の推計値を基準値とし
て、2025年度（令和7年度）に97.0％、2030年度（令和12年
度）に99.0％を目指します。

（２）
健康づくり
の推進とい
のちを守る
地域医療の
充実

政策・施策名 指標説明

（３）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害に強い 

安全で強靭
きょうじん

 

なまちをつ 

くる 

○緊急車両が容易に進入できるよう消防活動困難区域を減少さ

せるため、狭
きょう

あい道路の拡幅整備を実施。 

 

密集市街地の狭
きょう

あ 

い道路の拡幅整備

延長★ 

安全な暮ら 

しを実現す 

る強靭
きょうじん

な都 

市基盤の整 

備 

 

○尾崎・塩屋地区における密集住宅市街地整備促進事業において
2025 年度（令和 7 年度）1,142ｍ、2030 年度（令和 12 年
度）に 1,246ｍの整備完了を目指します。 
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指標名

（１）
誰もが安心
して暮らせ
る地域社会
の構築

生活支援・介護予防
サービス体制整備
協議体の設置数★

○

○

地域の多様な主体が参画し、高齢者の生活支援、介護サービスの
体制整備に向けて協議をする場の数。
2019年度（令和元年度）は市全域に1箇所設置しており、今後、
日常生活圏域（中学校区）に1箇所ずつの設置を目指します。

赤穂市高齢者見守
りネット協定事業者
数★

○

○

高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、見守
り体制の強化を図るため、協定を締結している市内外の民間事
業者の数。
2019年度（令和元年度）末には70の事業者と協定を締結して
おり、今後、毎年約3事業者ずつの増加を目指します。

後期高齢者医療保
険健康診査受診率
★

○

○

後期高齢者医療保険が実施する健康診査において、受診者がフ
レイルに関する質問票の記入も行うことから、後期高齢者医療保
険健康診査受診率の向上を目指し、フレイル予防に努めます。
2019年度（令和元年度）受診率が19.0％となっているため、5
年間の期間で2.0％ずつ健診受診率の向上を目指します。

介護予防リーダー
が運営する活動団
体数★

○

○

いきいき百歳体操など市民が主体となって介護予防に取り組む
活動団体数。
2019年度（令和元年度）の実績は新規12団体のため、2020
年度（令和2年度）は13団体、2021年度（令和3年度）以降は、
各地域での普及状況から、伸び率鈍化を見越し、毎年5団体の増
加を目指します。

国民健康保険税収
納率★

○

○

国民健康保険税は、被保険者が病院にかかった時の医療費に充
てられる財源。
2030年度（令和12年度）には収納率73.00%を目指します。

後期高齢者医療保
険料収納率★

○

○

後期高齢者医療保険料は、75歳（一定の障がいがあり、申請に
より認定を受けた65歳）以上の方が病院にかかった時の医療費
に充てられる財源。
2030年度（令和12年度）には収納率99.00%を目指します。

介護保険料収納率
★

○

○

介護保険料は、介護が必要となったときに受けるサービスに充て
られる財源。
2030年度（令和12年度）には収納率96.00%を目指します。

1人当たり医療費★ ○
○
1人当たり医療費とは、総医療費を平均被保険者数で除した額。
医療費は高齢化の進展や医療の高度化等の影響により、おおむ
ね年2.0%程度の伸びとなっています。医療費適正化の取組に
より目標伸び率年1.5%とし、医療費の抑制を図ります。

後発医薬品使用割
合★

○

○

後発医薬品使用割合とは、後発医薬品の数量 （後発医薬品があ
る先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）の割合。後発医薬品
を普及させることは、患者負担の軽減や医療保険財政の改善に
資するものとなっています。
2018年度（平成30年度）から毎年0.2%増とし、2030年度
（令和12年度）に後発医薬品使用割合79.60%を目指します。

（２）
健康づくり
の推進とい
のちを守る
地域医療の
充実

⑥ 市民一人ひ
とりの主体
的な健康づ
くりを支援す
る

健康寿命の延伸（県
が5年ごとに算定）
★

○

○

誰もが健康でいきいき暮らしていくためには、健康寿命の延伸
が重要です。
国は、健康日本21で「平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増
加」を目標数値としており、本市においても、国と同様の数値を
目標に設定し、目標達成を目指します。

政策・施策名 指標説明

⑤

高齢者が生
き が い を
もって健や
かに暮らせ
る環境をつ
くる

社会保障制
度を適切か
つ健全に運
営する

④


